
４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－１子どもと家庭の支援

４－１－１子育て期の支援
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な
取り組み内容

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続

・関係機関との連携会議や、要
保護児童対策地域協議会をとお
し、要支援家庭や、被虐待児童
の保護、支援等を行った。
・こどもの発達センターと子ども
家庭支援センターの連携を図
り、支援にあたった。

0702 保育課 実施

要保護児童を早期発見するため
日常の保育をつぶさに観察しな
がら疑わしい場合は、すみやか
に関係機関と連携しながら虐待
防止に関する取り組みを行っ
た。

0605 健康課 継続

虐待などの要保護児童の早期発
見や適切な対応につなげるた
め、子ども家庭支援センターを
中心とした関係機関と連携しな
がら、母子保健事業を通じて虐
待防止に関する取り組みを行っ
た。

0702
2

重-12

公立保育園のブロック化とサービス内容の見直し

地域子育て支援センターを併設した基幹型保育
園を中心としたブロック編成を整備し、5園とする。
また、公立保育園における障害児の通所型保育
や特定保育を検討し、障害児の入所型保育、延
長保育、一時保育、地域の親子を中心としたひろ
ば事業充実を図る。

継続 保育課 検討

引続き休日保育について検討。
電力供給問題に伴う休日保育に
ついて保護者アンケートを実施
した。

0702
3

重-12

地域子育て支援センターの設置・拡充

地域の子育て支援の拠点として、地域子育て支
援センターを拡充する。この施設には、地域の子
どもと子育て家庭に対応する支援コーディネー
ター（保育士等）を配置する。また、支援コーディ
ネーターは地域ブロックの中心的役割として、関
係施設・機関と連携を図る。

継続 保育課 拡充

・５か所の地域子育て支援セン
ターにおいて①子育て親子の交
流の場の提供と交流の促進②子
育て相談・援助③地域の子育て
関連情報の提供④子育て及び
子育て支援に関する講習会の実
施等の活動をおこなった。
・地域子育て支援センターを５月
より1園開設した。

0702
4

重-12

保育・地域支援の質の確保と向上

保育園における支援コーディネーターの充実を図
り、良質な保育サービスの提供や支援コーディ
ネーターとしての質の向上をめざす。

継続 保育課 継続
認証保育所と基幹型保育園の連
絡会を実施した。

0703
5
重-3

児童館の再編成と機能の充実（再掲）

施設の建替えや改修を計画的にすすめる。
児童館を、乳幼児・障害児・中高生等の多様な
ニーズに応えていくため、地域や役割ごとに機能
を特化・充実させ、夜間や休日にも利用できるな
ど、魅力ある児童館へ再編成していく。
同時に、運営方法についても子ども参加を促進し
たり、民間活力を導入する。子ども自身からの相
談を受け止める児童館としての特性を十分に活か
し、相談事業をより一層推進していく。

1-1-2､(再掲) 1-2-2､4-4

継続
児童青少
年課

実施

平成24年度以降に作成予定の
児童館再編成構想（公共施設適
正配置計画も考慮）に向けて、
児童館職員にヒアリングを実施
するための準備を行った。

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

1
重-11

子ども総合支援センターの充実

子育てに関する相談・情報等を総合的に扱う子育
ち・子育て施策の拠点として整備した、こどもの発
達センターと子ども家
庭支援センター機能を併せ持つ施設である「子ど
も総合支援センター」の一層の充実を図っていく。
支援コーディネーター（専門相談員）を配置し、支
援を必要とする児童・家庭に対する相談やトータ
ル的な支援を実施する。支援にあたっては、子ど
もが地域の中で育つことを基本とし、各部署の連
携を強化するためのコーディネート機能を持っ
て、地域子育て支援センター等の関係部署との連
携を強化する。また、虐待などの要保護児童の早
期発見や適切な保護を行うために、関係機関との
連携や情報共有を強化し、虐待防止に関する取り
組みを充実する。

(再掲)4-1-2

継続
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0103
秘書広報
課

継続

担当課からの依頼により、子育て
家庭への情報を市報、ホーム
ページなどの広報媒体の特性を
活かした情報発信を行う。

0702 保育課 継続

・市ホームページに認可保育所
の欠員状況及び認可保育園、認
可外保育施設についての情報を
掲載。
・認証保育所の欠員状況を掲示
・認可保育園案内、保育園のし
おり、認可外保育室の案内の各
冊子を作成した。
・市ＨＰに基幹型保育園の講座
情報等のお知らせを掲載した。

0701
子育て支援
課

実施 子育てハンドブックの発行

1999
関係各課

0702 保育課 実施

小学生は職場体験、中高生につ
いてはボランティアを受け入れ
た。
・中学校からの依頼
・ボランティアセンターからの依
頼
・個人からの申込み。

1503
教育指導
課

実施
・各中学校の実態に応じ、職場
体験で、幼稚園や保育園におけ
るボランティア体験を実施した。

0701
子育て支援
課

調査検
討

調査検討

0702
8

重-13

一時保育の充実

リフレッシュ型の一時保育希望にも対応できるよう
に、公立保育園での一時保育の実施を拡充す
る。
増大するニーズに対応できるよう、民間活力の導
入や施設整備計画とも連動して事業を実施する。
一時保育の利用手続きを簡略化し、より利用しや
すいものにする。

継続 保育課 拡充

一時保育実施園を５月に１園、
11月に１園の合計２園を増設し、
計７園に拡充した。
11月分から公共施設予約管理シ
ステムを利用した予約方法に変
更し、利用者の利便性を向上さ
せた。

0701
子育て支援
課

実施

市内２箇所で実施している病児・
病後児保育施設について、市民
へのＰＲ等を含め一層の充実を
図る。

0702
保育課

0701
10
重-13

病児保育の実施

医療機関附置の病後児保育室で病児を受け入れ
ることを実施していく。

新規
子育て支援
課

実施
市内にある病後児保育室２施設
のうち１施設にて病児の受け入
れを実施した。

0702
11
重-13

休日保育の検討

保護者の就業形態の多様化から、仕事と子育て
の両立支援として、日曜日や祝日の休日保育の
実施検討を推進する。

継続 保育課 検討

新規開設する認証保育所での
休日保育ニーズについて検討す
る。

0704 12

ショートステイ事業の充実

児童養護施設における短期宿泊型保育事業につ
いて、地域のニーズに対応できるように、施設や
他組織と連携を図りながら充実する。

継続
子ども家庭
支援セン
ター

継続

・はなバスにショートステイ事業を
PRする記事を掲載し、利用促進
を図った。
・年間延べ利用日数188日

乳幼児とふれあう場づくりの推進（再掲）

小･中･高校生と乳幼児とのふれ合い活動や、遊
びのボランティア、ベビーシッター活動を通じて、
異年齢の子どもたちの交流をすすめる。
保育園や幼稚園などが主催する行事に、小学生・
中学生・高校生などが参加できるように促進する。
小学校・中学校・高校の授業等の中で、幼稚園や
保育園の訪問やボランティアなどを推進する。

2-1 (再掲)3-2-2-(2)

継続

継続

子育て家庭への情報提供の充実（再掲）

市報、市のホームページ、パンフレット、リーフレッ
ト、機関誌などを通じて、子育てＮＰＯ・グループ
や幼稚園・保育園・学校などの子育て情報を充実
する。

3-2-2-(4)

6
重-9

7

病後児保育の充実

病気回復期の子どもを預かる病後児保育事業（市
内2か所で実施）について、施設を活用した情報
提供等の検討を含め、一層の充実を図る。病後
児保育事業実施施設にコーディネート機能を付
与し、送迎サービス等、家庭の状況に応じて最適
なサービスを提供するネットワーク事業を検討す
る。

継続
9

重-13
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0703 13

学童クラブ運営の充実

小学校４年生以上の保育は「遊びの学校」事業に
移行し、小学校３年生までを現施設で保育するこ
とや、就労家庭・ひとり親家庭等の保護の必要な
子どもの保育環境を整備すること、時間延長の検
討、サービスの充実を図るための運営のあり方に
ついて見直していく。
環境が整備された学童クラブ施設の開放を基本と
して、午前中は乳幼児とその保護者のために開放
し、子ども同士の遊び場や保護者たちの仲間づく
りを支援する。
また、老朽施設の改善と事業内容を充実するた
め、施設整備をすすめる。

継続
児童青少
年課

実施

平成24年4月1日開設で仮称）上
向台第二学童クラブを設置する
ことが決まり、芝久保学童クラブ
の定員超過状況を緩和に結び
つけた。

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続

会員交流会と同時開催された社
会福祉協議会のふれあいまつり
にブースを設置し、パンフレット・
資料等を配布。会員交流会で
は、参加者の市民へ向けて、
ファミリー・サポート・センター事
業のインフォメーションをするな
どして広報を行った。

2002
社会福祉
協議会

実施

市からの委託を受け実施
・ステップアップ講習会「いろいろ
なファミリー会員との関わり方」を
開催
・社会福祉協議会ふれあいまつ
りにて、ファミリー・サポート・セン
ター10周年記念会員交流会を同
時開催し、会員、一般市民を対
象に人形劇団ポポロによる『あか
ずきん』を上演
・市と協議し、緊急災害マニュア
ル作成。更新時に全会員に郵送
・病児・病後児については、市と
協議の結果、実施しないこととな
る

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続

「こんにちは赤ちゃん」事業を実
施している部署と連携し、出産後
で支援が必要な家庭の情報を共
有した。

0605 健康課 実施
こんにちは赤ちゃん訪問
　延べ訪問件数　1,751件

0701
子育て支援
課

実施
ひとり親家庭へのホームヘルプ
サービス
20世帯　777回

2002
社会福祉
協議会

実施

・住民参加型有償家事援助サー
ビスとして、産前産後や育児者
の体調不良時に家事援助などを
提供した。
相談件数２３件
利用件数：１０件（登録12件）
利用回数：６２回

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続

・母子保健、地域子育て支援セ
ンター、児童館、保育園等と連
携をとりながら情報の提供を図っ
た。
・誕生日会や父親支援事業を行
い、広場に集うきっかけ作りを
行った。

0702 保育課 継続
各基幹型保育園に配置された
コーディネーターを中心として地
域連絡会を開催した。

0703
児童青少
年課

継続

市内全児童館において子育て
支援に係わる事業を定期的に実
施した。子育て中の親同士の交
流の場の提供や子育て相談を実
施した。また、児童館と基幹型保
育園との連携事業も定期的に実
施し定着した。児童館のおたより
にておススメの絵本紹介を行っ
た。

15

出産直後及び里帰り出産後の支援の充実

「こんにちは赤ちゃん訪問」や育児支援ヘルパー
派遣制度等を活用して、出産直後及び里帰り出
産後の家事や子どもの世話などを支援するシステ
ムを充実する。 継続

14

ファミリー・サポート・センター事業の充実（再掲）

仕事と育児の両立や、在宅で子育てをしている家
庭への支援の環境整備の一環として、保育ニー
ズに対応した相互支援体制を充実するため、ファ
ミリー・サポート・センターに関する情報をわかりや
すく提供する方法、利用規則の改善や障害児利
用の充実、サポ－ト会員の養成プログラムの内容
および方法の充実を総合的に再検討する。
市内施設(保育園・幼稚園・学童クラブ等)と連携し
て、不安なくファミリー・サポート・センターを利用
できるようになるための広報を実施する。

3-2-1
継続

継続

ホームヘルパー派遣事業の推進

育児や家事などの負担を軽減するため、ホームヘ
ルパー派遣事業を推進する。

(再掲) 4-1-4
16

在宅児への一時保育サービス等の充実

子どもが保育園や幼稚園へ通っていない子育て
家庭が利用できる一時保育の拡充、子育て親子
の交流の場の提供、子育て相談の充実、保育
サービス情報の提供など、在宅で子育てをしてい
る家庭への子育てサービスの充実を図る。

継続
17
重-13
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0702
18
重-13

保育園の入所枠の拡大

現在、市内保育園の待機児はほとんどが０～３歳
児のため、既存の保育園での０～３歳児受入枠を
拡充し、待機児の解消を図る。

継続 保育課 拡充

私立認可保育園（3歳～5歳）の
入所枠を増設及び０歳、2歳入所
枠弾力化により63名の入所枠を
拡大した。

0702
19
重-13

認証保育所等の拡充と保護者助成の充実

待機児解消のため認証保育所等の受入枠を拡大
するとともに、保護者の負担を軽減するため保護
者助成の充実を図る。

継続 保育課 拡充

現在B型の１園をA型に変更する
ことにより、定員の拡大を実施（6
名増）。
家庭的保育事業を行う保育ママ
３名認定することにより15名の枠
を拡大した。

0701
20
重-13

私立幼稚園の預かり保育推進等の検討

待機児の解消を図るため、私立幼稚園の預かり保
育推進等について検討する。 新規

子育て支援
課

実施

西東京市内の私立幼稚園にお
ける預かり保育の拡充を図るた
め、幼稚園に対して補助金を交
付

0701 21

就園奨励事業の推進

私立幼稚園での幼児教育の振興と保護者負担の
軽減を図るため、就園奨励の充実・推進につい
て、国、都に働きかける。 継続

子育て支援
課

継続
国や都に説明会等において充
実を働きかける。

0701 22

私立幼稚園運営助成の充実

私立幼稚園の運営助成の拡充について検討する
とともに、国・都に働きかける。 継続

子育て支援
課

継続
国や都に説明会等において充
実を働きかける。

0701 23

駅周辺への乳幼児施設設置の検討

保護者の就労形態の多様化、通勤時間の増加な
どに配慮し、交通アクセスのよい場所への乳幼児
の相談、一時保育、たまり場の設置を検討する。

新規
子育て支援
課

検討 調査検討

0703 24

出前児童館の充実（再掲）

地域特性を考慮し、出前児童館事業を推進する。
実施に際しては子ども参画を視点に入れ、学童ク
ラブや学校との連携を深めながら内容の充実を図
る。

1-2-2

継続
児童青少
年課

継続
伝承遊びや集団遊び等地域特
性に応じた出前児童館を実施し
た。

0402
産業振興
課

未実施 なし

0404
協働コミュ
ニティ課

実施

男女平等参画促進の観点で市
内企業に対する意識調査の実
施を行うため、予算計上し、要求
し続ける。ﾜｰｸ・ライフ・バランス
の推進を図り、国や都等関係機
関からの啓発ポスターやチラシ
を掲示及び配布することにより、
育児・介護休業法などの各種制
度の周知を市内企業（一部）・市
民へ啓発を行った。

新規25

育児休業相談・支援事業の検討

育児休業の奨励や子育てに理解があり、子どもに
やさしい職場環境整備を推進している企業を表彰
し、その支援を検討する。



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－１子どもと家庭の支援

４－１－１子育て期の支援
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な
取り組み内容

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続
・広場で父親参加の交流事業を
12回実施し、延276人が参加し
た。

0404
協働コミュ
ニティ課

実施

夏休み企画「パパの出番ですよ」
とだいして、①「紙のからくりを作
ろう」を平成23年８月７日（日）②
「パパとダイナミックに遊ぼう」を
平成23年８月21日（日）に実施
し、育児介護休業法改正１年を
経過したことに伴い、啓発冊子を
作成し配付した。冊子の内容は
育児介護休業法の解説と取得時
の賃金や社会保障、平成22年度
で行った講演会での既に育児休
業を取得した市民の生の声を掲
載して啓発に努めた。また同事
業開催のチラシとポスターを市
内企業に配付した。

1603 公民館
継続試
行

・土日　10講座
・祝日　2講座

0605 健康課 継続

・ファミリー学級　1コース2日間
１6回開催（2日目土曜日開催）先
輩パパの話　延べ参加人数
1,175人

0402 27

労働時間短縮（勤務時間短縮等の周知・支援）の
推進

家庭での子育ての重要性を認識し、家族が一緒
に過ごす時間が多く持てるよう、労働時間の短縮
についての企業啓発、さらには実施企業への支
援を推進する。

（再掲）3-1

継続
産業振興
課

継続
所管部署からの依頼に応じ、商
工会を通じ、商工会会員にパン
フレットを配布することは可能。

0404
協働コミュ
ニティ課

実施
就職支援講座「カラーコディネー
ト講座」を連続全２回講座を開催

0402
産業振興
課

実施

第1回就職支援セミナー平成23
年6月28日、29日、30日実施。セ
ミナー参加者126人。保育サービ
ス合計6人。
第2回就職支援セミナー平成23
年10月25日、26日、27日実施。
セミナー参加者138人。保育サー
ビス合計5人。
女性のための再就職支援セミ
ナー平成24年1月20日実施。セ
ミナー参加者39人。保育サービ
ス7人。
若者向け就職支援セミナー平成
24年3月1日実施。セミナー参加
者2人。

0701 29

母子福祉資金貸付事業の推進

ひとり親家庭の子育て負担を軽減するため、母子
福祉資金貸付事業を継続する。

継続
子育て支援
課

実施 引き続き実施

0701
子育て支援
課

実施 引き続き実施。

1999
関係各課

0701 31

子どもの医療費の負担軽減

子どもの保健の向上と健やかな育成を図るため、
子どもに係る医療費の一部を助成することによっ
て子育て支援に資する。

継続
子育て支援
課

実施
引き続き実施。23年10月より所
得制限を撤廃し、さらなる制度拡
充を図った。

0701 32

子ども手当の実施

国が創設する子ども手当を支給することにより、子
育て期の親の経済的負担を軽減する。

新規
子育て支援
課

実施 引き続き実施。

28

再雇用制度に対する情報提供の充実

出産・育児による離職者が、職場への復帰や再就
職がしやすくなるように、雇用情報の提供を充実
する。

継続

父親の育児参加の推進（再掲）

子育ての男女共同参画を推進するため、男性が
育児休業や子育て休暇をとりやすい職場環境づく
りや育児休業法の周知徹底、企業に対する啓発
を図る。
男性の育児や家事への参画を促すため、男性へ
の学習機会や情報の提供を推進する。そのため
に、男性が参加しやすい企画や事業を、実施曜
日や時間帯等を考慮しながら実施する。

3-1､(再掲)3-2-2-(1)

継続26

国、東京都等の補助活用の推進及び制度変更等
への対応

子育て支援にかかる国や都の補助制度等の活用
を促進する。また、国、東京都等の制度変更等に
対しては、必要に応じた子育て支援策を検討、実
施する。

継続30



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－１子どもと家庭の支援

４－１－２障害のある子どもを育てる家庭の支援
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続

・関係機関との連携会議や、要
保護児童対策地域協議会をとお
し、要支援家庭や、被虐待児童
の保護、支援等を行った。
・こどもの発達センターと子ども家
庭支援センターの連携を図り、支
援にあたった。

0702 保育課 実施

要保護児童を早期発見するため
日常の保育をつぶさに観察しな
がら疑わしい場合は、すみやか
に関係機関と連携しながら虐待
防止に関する取り組みを行った。

0605 健康課 継続

虐待などの要保護児童の早期発
見や適切な対応につなげるた
め、子ども家庭支援センターを中
心とした関係機関と連携しなが
ら、母子保健事業を通じて虐待
防止に関する取り組みを行った。

0704
子ども家庭
支援セン
ター

実施

発達支援コーディネーターを配
置し、相談の充実が図れた。また
分室ひよっこで課題学習グルー
プ、親子参加グループを開始し、
利用者を増やした。

0605 健康課 継続
相談事例に対し、必要に応じて
関係各課との連携を図った。

0704
3
重-
14

障害のある学齢児の療育・リハビリ機能の充実

子ども総合支援センターでの療育・リハビリを提供
する。

継続
子ども家庭
支援セン
ター

実施
分室ひよっこでの個別機能訓練
の機会を増やし充実させた。

0604 障害福祉課 継続
電話・来所の相談、また関係各
機関とも連携をとりながら相談支
援の継続と充実を図った。

0704
子ども家庭
支援セン
ター

実施

職員１名が発達支援コーディ
ネーターとして相談、関係機関と
の連携業務に専念し、相談・連
携の充実が図れた。

1505 教育支援課 継続

市立小・中学校特別支援学級
（固定制）、都立特別支援学校
（盲・ろう・養護）への就学・転学
相談、通級への入級相談を行っ
た。学校において臨床心理士
（週１回派遣）による相談を行っ
た。保育園に対して、一定期間
臨床心理士を派遣し、保育士、
保護者の相談に応じた。

0702
保育課

継続
・入所型障害児保育は全園で実
施した。通所型障害児保育につ
いては未実施。

0703
児童青少年
課 継続

学童クラブで小学６年生までの障
害児の受け入れを行っている。
また、児童館においてもノーマラ
イゼーションの理念に基づき一
般健常児同様にハンディキャッ
プをもつ児童の受入れを行って
いる。

0704

子ども家庭
支援セン
ター

検討
分室ひよっこでの新規事業を増
やし、軌道に乗せるよう取り組ん
できた。

0701
6
重-
14

障害児の幼稚園入園に対する支援の推進

障害のある子どもの幼稚園入園や、入園後の支援
を検討する。

新規
子育て支援
課

検討 調査検討

5
重-
14

障害児保育の充実（入所型と通所型の障害児保
育の充実と推進）

保育園での入所型障害児保育の充実及び通所型
障害児保育の検討を推進する。また、学童クラブ
の利用の推進と、児童館での放課後活動事業を
促進する。指導相談の充実に努める。

継続

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

継続
1
重-
11

子ども総合支援センターの充実（再掲）

子育てに関する相談・情報等を総合的に扱う子育
ち・子育て施策の拠点として整備した、こどもの発
達センターと子ども家庭支援センター機能を併せ
持つ施設である「子ども総合支援センター」の一層
の充実を図っていく。支援コーディネーター（専門
相談員）を配置し、支援を必要とする児童・家庭に
対する相談やトータル的な支援を実施する。支援
にあたっては、子どもが地域の中で育つことを基本
とし、各部署の連携を強化するためのコーディ
ネート機能を持って、地域子育て支援センター等
の関係部署との連携を強化する。また、虐待など
の要保護児童の早期発見や適切な保護を行うた
めに、関係機関との連携や情報共有を強化し、虐
待防止に関する取り組みを充実する。

4-1-1

2
重-
15

相談から、フォローアップまでを行う事業の展開

相談からフォローアップまでを総合的に支援する
ため、子ども家庭支援センターに支援コーディ
ネーター（専門相談員）を配置し、医療・福祉・教
育機関と連携して、支援を必要とする子どもへの
トータル的な支援を実施する。

継続

4
重-
14

障害のある子どもの療育・教育相談事業の推進
（再掲）

電話・来所・巡回等、多様な形態での療育や教育
に関する相談を推進する。
早期から障害児の相談を受けるとともに、就学相
談を適切にすすめられるよう、こどもの発達セン
ター(子ども家庭支援センター）、幼児施設など関
係機関とより一層の協力・連携を図る。
就学後も、相談事業の継続と支援の充実を図る。
乳幼児期からの成長過程に応じて、切れ目ない支
援を実施できるよう制度改善を実施する。

3-2-2（3）

継続



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－１子どもと家庭の支援

４－１－２障害のある子どもを育てる家庭の支援
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

0703
児童青少年
課

検討

再編成に伴う児童館の運営方
法、学童クラブとの関係性などの
なかでハンデイキャップのある児
童への基本的考え方をさらに検
討した。

0701
子育て支援
課

検討 調査検討

0604
障害福祉課

継続

委託事業・さざんかクラブ
開所日数103日、利用延べ人数
2484名
補助事業・ばんび
開所日数96日、利用延べ人数
768名

0701
8
重-
14

障害児のいる家庭へのホームヘルパー派遣事業
の推進

障害のある子どもとその家族へ、必要に応じて介
護及び家事ヘルパーを派遣し、子育て支援をす
る。

継続
子育て支援
課

継続 関係各課と連携して取り組む

0604
9
重-
14

緊急入所事業の実施

障害のある就学児童とその家族を対象とした施設
緊急一時保護事業を活用することにより、緊急時
の支援をする。

継続 障害福祉課 継続

心身障害者（児）施設緊急一時
保護事業実績
利用実人数27名、利用延べ日数
242日

0604
10
重-
14

障害児を育てる親のレスパイトケア機能の実施

障害のある子どもを育てる親の負担を一時的に緩
和すること（レスパイトケア）により、その後の子育て
の活力を回復するため、短期入所事業や就学児
童の日中一時支援事業を実施する。

継続 障害福祉課 継続 自立支援法に基づき実施

1501 教育企画課 継続
特別支援学級の現状と今後の見
込みについて調査した。

1503 教育支援課 継続

特別支援教育研修会を４回開催
し、特別支援教育に関わる教員
の理解を深めた。特別支援教育
コーディネーター連絡会で検討
を行い、市立小中学校の全保護
者向けに特別支援教育の啓発
リーフレットを作成した。
校内体制強化に向けて、小学校
に指導補助員を配置するととも
に、巡回指導員による巡回指導
を行った。また、専門的な指導・
助言を行う学校支援アドバイ
ザーや専門家チームを学校・保
育園等へ派遣した。
幼児期から小学校への円滑な移
行を図るため、子どもの発達セン
ターや市内保育園と連携して就
学支援シートの活用を実施した。

1999
12
重-
14

特別支援学校の充実及び市外にある特別支援学
校への通学者に対する取り組みの充実

市外にある特別支援学校通学者やその保護者
に、地域情報提供の充実と地域との結びつきを強
める取り組みの充実を図る。

継続
関係各課

継続

特別支援教育の充実

障害のある児童・生徒の特別な教育的ニーズに応
え、学校が、家庭や地域社会、関係機関と連携
し、一人ひとりの能力や可能性を最大限に伸長す
る多様な教育を展開するよう努める。
中学校の通級制度を開設する。
小学校において巡回指導員、保護指導員配置事
業を実施し、通常学級で学ぶ障害のある児童への
対応を図る。

11
重-
14

障害児放課後活動としての常設場確保

障害のある子どもたちが、放課後や休日に充実し
た時間が持てるよう、放課後活動の常設場所の確
保を検討する。学齢児対象としては、児童館での
放課後活動を推進する。

7
重-
14

継続



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－１子どもと家庭の支援

４－１－２障害のある子どもを育てる家庭の支援
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

0703
児童青少年
課

継続

学童クラブにおいては健常児、
障害児が隔てなく、年齢関係なく
交流することで、ノーマライゼー
ションの啓発へとつながった。
また、児童館においてもノーマラ
イゼーションの理念に基づき一
般健常児同様にハンディキャッ
プをもつ児童の受入れを行った。

0702 保育課 継続

市内24園の認可保育園におい
て、保育に欠ける障害のある子
の受入を実施した。また、通所訓
練施設と保育園の統合保育も
行った。

0704

子ども家庭
支援セン
ター

実施

しもほうや保育園との交流を毎月
1回行った。
住吉会館の交流事業にも七夕の
飾りつけに参加をしたが、1月は
インフルエンザの流行により不参
加となった。

0604
障害福祉課

継続

障害者週間の事業として、12月
の2日3日にアスタ２階センター
コートにおいて、市内障害者団
体の活動内容や作品の展示行っ
た。
ノーマライゼーションの理念のも
と、障害のある人、ない人が年齢
ににかかわらず、交流することに
より、ノーマライゼーションの啓発
を図った。

障害者週間の事業として、12月8
日障、害者総合支援センターに
おいて、「乳幼児期からから小学
校低学年までの発達障害」を
テーマとしたパネルディスカッショ
ンを開催、一般市民に対して発
達障害のある子どもへの理解を
図った。

0701
14
重-
14

障害児がいる世帯への手当（児童育成手当（障害
手当）・特別児童扶養手当）の充実

児童育成手当、特別児童扶養手当の充実等、障
害児がいる世帯への支援の充実を国や都に働き
かける。

継続
子育て支援
課

継続 引き続き実施する。

障害者、異年齢世代との交流事業の推進

障害のある子どもも、健常児も、年齢に関わりなく
交流することで、情報交換とノーマライゼーション
の啓発を図る。

13
重-
14

継続



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－１子どもと家庭の支援

４－１－３外国籍の子どもを育てる家庭の支援
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

1503 1

外国人や帰国児童・生徒への日本語指導の充実

外国人や帰国児童・生徒に対し、パンフレット等の
配布による日本語講座の紹介、学校への日本語
指導員の派遣事業、年間を通じて通級できる日本
語適応教室の実施形態の見直しと利用促進を図
る。

継続 教育指導課 検討

・校長からの依頼に基づき、日本
語指導員の派遣を実施した。
・日本語適応教室での通室によ
る指導については、通室者がい
ないので実施形態を検討した。

1503 2

個別に指導できる指導者の確保

学校での学習内容を個別に補助できる指導者の
確保を推進する。 継続 教育指導課 継続

・西東京市多文化共生・国際交
流センタ－と連携し、引き続き指
導者の確保を図った。

0403 文化振興課 実施

平易な日本語及び英語・中国
語・ハングルによる生活便利帳を
発行した。2,000部。
市報から必要な情報を抜粋し、
平易な日本語及び英語・中国
語・ハングルで毎月1回「くらしの
情報」を発行した。毎月560部。

1999
関係各課

1604 4

外国語本の整備の推進

外国語の絵本など、外国語の本の整備・提供を充
実する。 継続 図書館 継続

外国語資料の整備を継続し提供
していく。

0403 5

外国語の翻訳サービスシステムの充実

保育園や幼稚園、学校などから配布されるさまざ
まな資料や書類を、外国語に翻訳をするサービス
を検討する。

継続 文化振興課 実施

必要時に業者に翻訳依頼を行う
ための予算計上を行った。総合
防災訓練の参加者募集のための
チラシの英語翻訳。健診資料の
英語翻訳。

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

外国語パンフレット・冊子に関する情報提供の充
実

既存の外国語のパンフレット・冊子等の情報提供
を、外国人登録者数等の変化に応じて継続して整
備する。

3
重-4

継続



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－１子どもと家庭の支援

４－１－４ひとり親家庭の支援
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

0701 1

母子自立支援プログラム策定事業の推進

母子家庭の生活の自立と安定のために母子自立
支援プログラム策定事業を推進する。
就業支援・相談体制等、母子家庭が地域の中で
安心して子育てできるよう支援していく。

継続
子育て支援
課

実施
プログラム策定件数　29件
（うち面接２回以上）　15件

0701
子育て支援
課

実施
ひとり親家庭へのホームヘルプ
サービス
18世帯　937回

2002
社会福祉協
議会

実施

・住民参加型有償家事援助サー
ビスとして、産前産後や育児者の
体調不良時に家事援助などを提
供した。
相談件数２３件
利用件数：１０件（登録12件）
利用回数：６２回

0701 3

母子家庭自立支援給付金支給事業の推進

母子家庭自立支援教育訓練給付金支給事業と母
子家庭高等技能訓練促進費等支給事業を実施す
る。

新規
子育て支援
課

実施 引き続き実施

0701 4

母子保護の実施

母子家庭の生活自立のための支援を実施する。 継続
子育て支援
課

実施 引き続き実施

0701 5

ひとり親家庭等医療費助成事業の充実

ひとり親家庭等の親や子どもが通院又は入院によ
る治療を受けた場合、費用の一部を助成する制度
の充実を都に働きかける。

継続
子育て支援
課

実施 引き続き実施

0701 6

母子家庭就学支度金貸付事業の充実

母子家庭福祉資金の就学支度資金貸付の充実を
国や都に働きかける。

継続
子育て支援
課

実施 引き続き実施

0701 7

児童扶養手当・児童育成手当（育成手当）の充実

児童扶養手当、児童育成手当の充実を国や都に
働きかける。

継続
子育て支援
課

実施 引き続き実施

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

継続

ホームヘルパー派遣事業の推進（再掲）

育児や家事などの負担を軽減するため、ホームヘ
ルパー派遣事業を推進する。

4-1-1
2



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－２保健・医療

４－２－１母子保健体制の整備・充実
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

0605
1
重-
15

新生児訪問等の推進

「こんにちは赤ちゃん訪問」を実施し、新生児・保
護者の心身の状況及び養育環境の全件把握に努
めるとともに、子育てに関する情報提供をおこな
う。連絡が取れないすべての家庭に継続的に働き
かけ、健康や発達等の状況を把握する。

継続 健康課 実施

こんにちは赤ちゃん事業の実施
に伴い、全件の赤ちゃん訪問を
目指し、電話相談から訪問を勧
めた。
　こんにちは赤ちゃん訪問
　延べ訪問件数　1,751件
　新生児・産婦相談電話
　延べ人数　　477件

0704
子ども家庭
支援セン
ター

実施
子育ての支援が必要と思われる
家庭に対し、育児支援訪問事業
を延8日実施した。

0605 健康課 実施

・各種健診の未受診者を把握し、
地区担当で訪問を行い、他部門
との連携の推進を図った。
・こんにちは赤ちゃん事業では、
産後うつ・虐待などの未然防止・
早期発見・解決の観点から、【エ
ジンバラ（EPDS)】を用いた訪問
指導を行うことにした。
・こんにちは赤ちゃん事業の実施
に伴い、全件の赤ちゃん訪問を
目指し、電話相談から訪問を勧
めた。
　こんにちは赤ちゃん訪問
　延べ訪問件数　1,751件
　新生児・産婦相談電話
　延べ人数　　477件

0701
子育て支援
課 検討 調査・検討

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続

要保護児童や家庭に対して切れ
間のない支援を実施するため、
要保護児童対策地域協議会実
務者会議やケース検討会議を通
じて、母子保健や市内関係機関
との連携を強化した。

0605 健康課 継続

・基幹型会議における保育園等
との連携会議の出席
・地域連絡会議（各ブロック会議）
における地区担当保健師の出席
・地域子育て支援センター・コー
ディネーターの母子保健事業見
学の受け入れ
・地域子育て支援センターと連携
し離乳食講習会を実施（乳児健
診でのチラシ配布及びアナウン
ス）
・地域子育て支援センター・コー
ディネーターによるファミリー学級
での情報提供

0702
保育課

継続

関係機関との連携会議やブロッ
ク会議に保健師が参加し事業に
ついての連携を深めた。また、母
子保健と協力し離乳食講習会を
実施した。

0701
子育て支援
課 検討 検討

3
重-
15

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

継続

訪問型相談の充実

「こんにちは赤ちゃん訪問」や健診未受診者及び
必要な子どもについて実施している訪問型相談に
ついて、他機関や関係施設との連携を強化し、産
後うつ・虐待などの未然防止・早期発見・解決と、
子どもの成長発達の促進を図る。また、乳幼児の
家庭への家事援助支援のしくみを構築する。

2
重-
15

母子保健と保育の連携強化

新生児訪問や乳幼児健診などの母子保健事業と
市内関係機関や施設との連携を強化し、妊娠から
出産、子育て不安や小児疾患、障害、児童虐待、
養育力不足などの要保護児童や家庭に対し、切
れ間のない支援を実施する。
また、母子保健事業を子育て支援事業において
統一的に行えるよう、行政組織のあり方を見直す。

継続



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－２保健・医療

４－２－１母子保健体制の整備・充実
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

0605 健康課 実施

・子ども家庭支援センターでの母
子健康手帳の交付
・ほっとサロン12回開催
・若年ママグループ12回開催
・育児グループ
　（うさぴょん）12回開催
　（ぴょんぴょん）20回開催
・育児相談　12回開催　988人
・ぱくぱく相談　24回開催
・健診の未受診者に対して案内
はがきの送付、電話での状況把
握、受診勧奨、訪問を行った。
・1歳6か月歯科健診の個別化に
伴い、健診内容の統一をはかる
ためのマニュアル、アンケートの
整備をした。また、1歳児、2歳児
相談会で健康教育を実施し、3歳
までの健康教育の充実を図っ
た。
・地域子育て支援センター・保育
園などの情報提供と連携。
・健診会場が一箇所になったた
め、受診しやすいよう対策を講じ
た。（乳児健診とBCGの同時開
催、シャトルバスの運行、未受診
率の調査と把握）⇒会場による受
診率低下はみられなかった。

0702 保育課 検討 調査・研究

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続

・のどか広場、ピッコロ広場にお
いて、健康についてのミニ講座を
2回実施した
・西東京市私立幼稚園連絡協議
会と共催により、子育て世代の保
護者を対象とした講演会を開催
した。

0605 健康課 継続

・ファミリー学級　1コース2日間
　（ﾏﾀﾆﾃｨｰｸｯｷﾝｸﾞ含む）
　 18回開催　延べ参加者数
1,175人
・育児相談　12回開催　988人
・子育て講座（歯科編・栄養編）
　　24回開催　113組参加
・1歳児お誕生相談会
　　24回開催　参加者数1,293人
・2歳児すくすく相談会
　　24回開催　参加者数1,068人
・ほっとサロン
　　12回開催　113組参加
・離乳食講習会
　　12回開催　228人参加
・ぱくぱく相談
　　24回開催　延べ177人参加
・若年ママクラス
　　12回開催　延べ参加組数
104組

1603 公民館 継続

・保育付講座の実施
乳幼児を持つ女性対象の講座を
実施
6講座　総計96回　延べ1,236人
・保育付講座をPRするための「保
育室プレ体験」　14回　親子105
組
・情報の提供
掲示板、パンフレットコーナーで
の情報の提供、問い合わせの
あった市民への学習相談の実施

0701
子育て支援
課

検討 検討

子育てに関する学習機会の充実（再掲）

妊産婦や乳幼児の健康増進のため、両親学級、
育児学級注３）、各種の講習・講座・講演、健康教
育・グループワークの機会や知識の普及、仲間づ
くりなどの内容を見直し、充実する。
新設した1歳児クラス・2歳児すくすくクラス事業の
普及をさらに推進する。また幼児期だけでなく、思
春期の子どもをもつ親に対する学習機会について
も充実させる。

3-1､(再掲)3-2-2-(1)､3-2-2-(2)

継続5

母子健康手帳交付及び乳幼児健診の活用による
母子保健の推進

地域における妊娠期からの切れ目のない支援を
展開するために、母子健康手帳を地域子育て支
援センター(基幹型保育園)などで交付することを
実施に向けて検討する。また、乳幼児健診を活用
した健康教育・相談、情報提供を推進する。また、
健診内容の統一を図るためのマニュアル整備、他
部門（子育て支援、社会教育、学校、保育園等）と
の連携の推進、受診しやすいしくみと受診率低下
の防止、育児グループの開催等、多角的に事業を
実施する。

4
新規・継
続



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－２保健・医療

４－２－１母子保健体制の整備・充実
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続

・子育てに関するあらゆる相談に
応じ、関係機関と連携して、子育
て家庭への支援に努めた。月～
土まで相談を実施し、新規相談
804件、活動延べ数8,214件。
・ピッコロ広場、のどか広場で、常
時相談を受け、必要時は専門機
関と連携をしながら、保護者の相
談に応じた。
・子ども家庭支援センター事業を
市広報に年２回掲載、小中学生
向けリーフレット等を配布した。

0605 健康課 実施

・育児相談事業（12回開催）
　来所者　988人
・こんにちは赤ちゃん訪問
　延べ訪問件数　1,751件
・新生児・産婦相談電話
　延べ人数　　467件
・ファミリー学級にて先輩パパの
育児の体験談を聞き、赤ちゃん
のいる生活についてのイメージ
化をはかった。
　1コース2日間　16コース開催
延べ参加人数　1,175人

0702 保育課 充実
建替えにより、すみよし保育園に
５箇所目の子育て広場を開設し、
市民の利便性の向上に努めた。

0703
児童青少年
課

継続

市内全児童館において子育て支
援に係わる事業を定期的に実施
した。また、保育園など子育て関
係機関と連携した事業を実施し
た。小～高校生年代の児童から
の相談は、相談室等を活用し応
じた。

0605 7

予防接種についての普及啓発の充実

予防接種の重要性を啓発することで接種率を高
め、乳幼児の健康を促進する。予防接種未接種
者への勧奨を徹底する。

継続 健康課 継続
各種健診事業での予防接種未
接種者への予防接種勧奨を図る

6

育児・子育て相談事業の充実（再掲）

母子保健事業の育児相談の充実、とりわけ訪問相
談の充実を図る。子ども総合支援センター、地域
子育て支援センター、保育園、児童館など、多様
な場所で行われることになる子育て相談事業との
役割分担と協働を推進する。各機関での相談が断
片的な内容になることを防止するため、関係機関
の連携を実施する。
地域の子育て経験者（先輩パパ・ママ）による子育
て相談の実施を検討するとともに、中高生やその
保護者のための相談体制を充実する。
新生児期からの訪問や健診事業などにおいて連
絡を取ることができなかった家庭に対しては継続
的な働きかけを実施する。

3-2-2-(3)､(再掲)3-2-2-(4)

継続



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－２保健・医療

４－２－２医療
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

0605 1

かかりつけ医の推進

1歳6か月児医科健診の個別化に伴い、母子保健
とかかりつけ医との連携の重要性が高まっている。
専門相談と個別支援が円滑におこなえるようなシ
ステムを構築していく。

継続 健康課 実施

・1歳6か月児健診の医科の個別
化をとおし、かかりつけ医との連
携をはかった。
・各健診、各相談・教育事業にお
いたかかりつけ医の普及、啓発
につとめた。

0605 健康課 実施

・1歳6か月児健診の歯科の個別
化をとおし、かかりつけ歯科医と
の連携をはかった。（歯科医師会
と定期的な検討会の実施等）
・各健診、各相談・教育事業にお
いたかかりつけ歯科医の普及、
啓発につとめた。
・保育園・小学校・中学校への歯
科健康教育については、関係機
関と調整を図りながら実施した。
 保育園67回・小中学校203回

1502 学校運営課 継続
・前年度同様に継続して実施
（小・中学校78 回実施）

0605 3

小児救急医療体制の充実

北多摩北部医療圏との連携により、小児科医師の
いる救急医療機関を確保し、小児救急医療体制
の充実を図る。

継続 健康課 継続

・多摩北部医療センターで毎週
月曜日～金曜日の週５日間実施
・佐々総合病院で、毎週月曜日、
水曜日、金曜日の週３日間実施

0605 4

産科のある医療機関とのネットワークの充実

市内外の産科のある医療機関との連携を強化し、
母子の健康管理・養育支援を充実する。

継続 健康課 継続

・地域連携情報用紙を各医療機
関に配布するとともに、必要な
ケースについては、電話や面談
により連携した。
・保健所主催による連絡会議に
出席した。

0605 5

保健所との連携強化による母子保健サービスの
推進

保健所と母子保健担当部署等の連携・協働によ
り、効率的・効果的なサービスを提供する。

継続 健康課 継続
・定期的に連絡調整会議を行っ
た

0605 6

アレルギー相談の実施

乳幼児健康診査・育児相談等で寄せられる、子ど
ものアレルギーに不安や悩みを持つ親からの相談
に対し、適切な情報提供や栄養相談などの支援を
実施する。

継続 健康課 継続

・育児相談　　12回開催
・離乳食講習会　12回開催
・ぱくぱく相談　24回開催
他各種健康診査、教育相談事業
などで、適宜個別相談を実施

0704
子ども家庭
支援セン
ター

実施

子ども家庭支援センターが子ども
自身からの相談も受け付けてい
る機関であることを周知するため
に、小学校高学年から中学生に
対し、リーフレットや携帯用相談
カードを配付した。

0605 健康課 継続

からだと心の健康相談の利用者
数
・面接相談　9件
・電話相談　104件
依頼により、家族の大切さについ
ての家庭科授業を実施　中学校
1校91人

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

継続

かかりつけ歯科医の推進

1歳6か月児歯科健診の個別化に伴い、必要性が
一段と高まった「かかりつけ歯科医」を推進するとと
もに、小学校・中学校の学校歯科保健を充実する
ことで、子どものむし歯予防に努める。

2

新規

心身の思春期相談事業実施の検討

第二次性徴による心身の変化に対し、気軽に相談
できる場の整備を検討する。

7



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－３教育
22.4月組
織改正

23年度

所管
課番
号

番号 施策・事業名及び内容
継続/
新規

担当課 実績
具体的な

取り組み内容

0404
協働コミュ
ニティ課

中止 調理室の改修工事のため

1503 教育指導課 継続

・都から配布されるリーフレット等
を活用し、各学校の指導計画に
基づき、社会科・家庭科等の授
業等を通し推進した。

0501 環境保全課 継続

・「西東京市の環境」を発行し、市
内小学校４年生に配布。一部、
文言やデータなど訂正を行っ
た。2,500部発行。

1503 教育指導課 継続

・6月に全小学校の第５学年にお
いて、「ＣＯ2削減アクション月間」
を設定し、家庭でのＣＯ2削減に
取り組んだ。

0403 文化振興課 実施

・6月26日留学生ホームビジットを
実施。
・7月26日外国にルーツを持つ子
どもたちのための日本語交流バ
スハイク
・10月16日本語スピーチコンテス
ト
・11月5日ひょうたん島ワーク
ショップ
・3月10日子ども対象英語で楽し
く

1503 教育指導課 継続

・総合的な学習の時間におい
て、我が国の伝統や文化を尊重
する学習、異文化に触れる学習
及び外国人との交流を図った活
動を学校の実態に応じて引き続
き実施した。

1503 4

情報化社会に対応した子どものためのメディアリ
テラシー教育の推進（再掲）

1-2-3

継続 教育指導課 実施

・情報教育担当者連絡会を年間
２回実施し、情報教育の充実を
図る。また、引き続き調べ学習や
総合的な学習の時間では、各学
校の指導計画に従って、コンピュ
－タを活用して指導を実施した。
・各学校の実態に応じて、情報教
育年間指導計画に基づいてメ
ディアリテラシ－の育成を図るた
めに計画・指導の改善充実を
図った。

0403 文化振興課

0404
協働コミュ
ニティ課

継続

「人権の花」「人権メッセージ」「人
権作文」など小中学生を対象とし
た人権啓発活動の実施（人権擁
護委員との共催）

1503 教育指導課 実施

・市立学校において人権教育の
全体計画及び年間指導計画に
基づき、全教育活動を通して人
権教育を実施する。特に、総合
的な学習の時間などで障害者理
解の学習を行った。
・人権教育推進委員会に各学校
の担当者の出席を求め研修を実
施し、その成果を各学校で周知
した。

1505 6

スクールカウンセラー派遣の充実と連携の強化
（再掲）

中学校には、東京都のスクールカウンセラーが配
置されているが、同様に小学校にも配置されるよう
東京都に要請していく。また、小学校に派遣して
いる心理カウンセラーとの連携を強化し連絡会を
開催するなど、いじめや不登校等の問題に対応す
る体制づくりを一層推進する。

(再掲)1-1-3

継続 教育支援課継続

新たに小学校４校への都スクー
ルカウンセラー配置を実現した。
まだ配置されていない小学校13
校には、継続して教育相談セン
ターの心理カウンセラーを派遣
し、児童・保護者・教員等の相談
に応じた。都スクールカウンセ
ラーとの連携を強化するために、
教育相談センターとの定期的な
連絡会に加えて、必要に応じて
教育相談センターと情報交換や
相談を行った。

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

継続

子どものための消費者教育の推進

現在実施されている子どものための消費者教育の
充実を図るとともに、中・高校生を対象にキャッチ
商法などの事例を提示し、子どもへの啓発活動に
努める。

1

人としての権利を尊重する教育の推進 （再掲）

外国人や障害者・高齢者など、お互いの違いを認
め合う意識を育む教育の推進と、すべての教育活
動を通じた人権・障害者理解の取り組みを地域や
学校で推進する。
関係部署の連携を強化し、各学校に中核となる教
員を育成する研修実施等を推進していく。

1-1-1 継続5

国際理解教育の推進

我が国の伝統や文化を尊重し、外国の文化や芸
術とのふれあいや外国人との交流を深めるなど、
国際理解教育を推進する。

継続

継続

環境教育の推進

学校における総合的な学習の時間を中心に環境
教育を実践し、みどりのカーテンづくりなどを通じ
て市内の自然環境への関心や保全への取り組み
を推進する。

 (再掲)4-4

2

3



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援

４－３教育
22.4月組
織改正

23年度
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課番
号

番号 施策・事業名及び内容
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子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

1501 7

西東京市教育関係者連絡会議の検討

公・私立学校の関係者を中心とした情報交換の場
の設定など、公立、私立一緒の場で、西東京市に
おける教育について、定期的に話し合う場を検討
する。

新規 教育企画課 継続

公立学校は、校長会、副校長会
等で情報交換を行った。
私立学校に対しては、定期的に
開催される私立学校出席の会議
で意見交換を行った。

0704
子ども家庭
支援セン
ター

継続

・西東京市私立幼稚園連絡協議
会、子育て支援部共催で「子育
ては楽しい？！」と題した講演会
を実施した。参加者は343人で
あった。
・幼稚園・保育園・小・中学校の
代表者が出席する要保護児童対
策地域協議会実務者会議で要
保護・要支援児童についての情
報共有等を行った。
・市内の私立幼稚園を訪問し、要
保護・要支援児童について情報
共有を行った。

1505 教育指導課

0701
子育て支援
課

調査・研
究

各園において、地域の小学校と
の個別の連携をしているようであ
る。

0702
保育課 調査

研究
調査・研究

1601 社会教育課
実施
充実

・人材情報の収集整備を行った
（平成24年3月31日現在68人、
141件登録）
・市民の人材情報の活用を促進
するため、生涯学習人材情報登
録者の自主企画講座一覧（平成
24年3月31日現在25人から35講
座の登録）を作成し、公民館・学
校等関係機関へのＰＲ、周知を
図った。

2002
社会福祉協
議会

実施

都立高校の奉仕活動授業での
講演(保谷）。
小学校での総合的な学習の時間
においての福祉体験授業（１０校
２６プログラム、車椅子体験・アイ
マスク体験・手話体験・点字体
験・視覚障がい者講演・盲導犬
利用者講演）を登録ボランティ
ア・ボランティア団体などと実施。

2003
シルバー人
材センター

実施

小中学生対象各種教室の開催
（継続）
○東伏見教室
　その他教室
　　小学生習字
○西原教室
　学習教室
　　小学生算数・国語
　　中学生英語・数学・国語

小学生対象夏休み無料手芸教
室の開催（継続）

1999
関係各課

継続8

幼・保・小・中学校の交流・連携の推進

公立・私立の垣根を超えて、保育園や幼稚園、小
学校、中学校との交流の機会を推進し、発達障
害・要保護児童の支援に対する連携の強化と情報
の共有化を図る。
要保護児童対策地域協議会の場も有効に活用し
ていく。

9

地域の人材発掘・活用の推進 （再掲）

子どもたちの地域での育ちを豊かなものにするた
め、さまざまな立場の市民が自分の経験や知識を
生かして子どもたちに技や学びを伝えられるよう、
地域人材の情報提供や、人材が活躍できる機会
づくりを促進する。
人材発掘と人材活用事業の推進を並行して実施
し、都立高校との連携や小中学校対象の各種教
室の開催等を引き続き実施する。

1-2-1､(再掲)3-2-1

継続
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1503 10

学校へのパソコン設置の充実

学校でのパソコン活用環境をインターネットに接続
できたり、自主的に使用できる時間の確保など内
容を充実するとともに、ネットワーク社会に対応で
きるような指導の充実を図るため、教員のICT環境
の充実及び活用支援を実施していく。

継続 教育指導課 継続

･策定された「西東京市教育情報
化推進計画｣に基づき、事業を実
施。地上デジタル放送の有効活
用やコンテンツの充実により、「情
報活用能力の育成｣と「分かる授
業の実践｣を図った。
･引き続き、ICTサポート活用事業
を実施し、「情報モラル教育｣の
更なる充実を図った。
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1503 教育指導課 継続

･相互貸借の研修会を実施し、シ
ステムに相互貸借管理を行っ
た。
･蔵書点検の実施の拡充を行
い、図書の正確な管理を行った。

1502
学校運営課

実施
図書購入費は各学校に配当し、
児童・生徒の要望を取り入れ図
書館の充実を図った。

1604 12

図書館事業の拡充

子どもたちの心の成長にとって大切な本への関心
を図るため、読み聞かせ事業、所蔵図書の充実に
努める。

継続 図書館 継続

おはなし会ボランティア等の活用
による図書館内でのおはなし会
の充実
職場体験、職場訪問、図書館見
学、1日図書館員等の実施。
図書館の推薦図書年齢別リスト
作成、学校配布。
「夏休み・すいせん図書」記念号
「で・あ・い」「道しるべ」の作成・
発行を実施。

1503 教育指導課 継続

・学校図書館と公共図書館の
ネットワ－ク化を有効に活用し、
司書教諭と図書館専門員を中心
に連携を継続した。
･公共図書館の貸出しや利用マ
ナーの学習、公共図書館からの
団体貸出しによる、図書の充実
等を図った。

1604 図書館 継続

配本及び回収車の定期的な運
行。(運行回数49回、貸出761
箱、回収919箱)団体貸出の実
施。（34.012冊）学校図書館専門
員への支援。学校図書館専門員
連絡会に参加。

学校図書館の充実

各校の蔵書の更新・拡充を計画的にすすめ、地域
の学習センター機能の充実を図るとともに、選書
や運営等への子ども参加を推進する。

継続11

継続

図書館、学校図書館のネットワーク化の推進

図書館から学校図書館への本の貸し出し、図書館
から学校への図書の情報提供など、地域の図書
館と学校図書館の連携を推進する。

13



４　市民参加型の子育ちと子育て家庭支援
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0703
1
重-3

児童館の再編成と機能の充実（再掲）

施設の建替えや改修を計画的にすすめる。
児童館を、乳幼児・障害児・中高生等の多様な
ニーズに応えていくため、地域や役割ごとに機能を
特化・充実させ、夜間や休日にも利用できるなど、
魅力ある児童館へ再編成していく。
同時に、運営方法についても子ども参加を促進し
たり、民間活力を導入する。子ども自身からの相談
を受け止める児童館としての特性を十分に活かし、
相談事業をより一層推進していく。

1-1-2、(再掲)1-2-2、4-1-1

継続
児童青少年
課

実施

平成24年度以降に作成予定の
児童館再編成構想（公共施設適
正配置計画も考慮）に向けて、児
童館職員にヒアリングを実施する
ための準備を行った。

0703
児童青少年
課

継続
出前児童館の開催や育成会と協
力したデイキャンプなどを継続的
に実施した。

1601
社会教育課

検討

・先進市における放課後子供教
室事業の視察や社会教育委員の
会議における提言内容を整理
し、事業の実施に向けた具体的
な検討を行う。

0411
危機管理室
（警察）

継続

・下校時間帯における青色防犯
パトロールの実施。
・ＧＷ、全国地域安全運動期間
中における地域合同パトロール
の実施。
・市報、ホームページ、各小学校
に設置している防犯掲示板による
広報啓発活動。
・防犯活動団体への補助金交付
及びリーダー連絡会の開催。
・小学校における地域安全マップ
作製支援の実施。
・犯罪発生時における防犯活動
団体などへのパトロール強化依
頼の実施。

0703
児童青少年
課

継続

青少年育成会による通学路にお
ける「あいさつ運動」や「合同パト
ロール」などへの活動支援を実施
した。危機管理室や市内全小学
校と連携し、不審者情報等の共
有を図った。

1503 教育指導課 継続

・市内全小学校の安全連絡会に
おいて、地域支援による安全確
保の取組を行った。
・スクールガードリーダーを委嘱し
て全校を巡回して指導し、より安
全対策の質を高める取組を行っ
た。
・安全教育の充実を図り、危険を
予測し回避する能力を身に付け
させる指導を行った。

0703
児童青少年
課

継続

・育成会及び小学校ＰＴＡが主体
となって行っている「子ども110番
ピーポーくんの家」協力者の更新
と新規協力者の発掘への支援を
行った。
・ピーポくんの家活動の広報活動
を実施

0411 危機管理室 継続

・災害時要援護者登録名簿登録
申請の受付
・公的関係機関等への災害時要
援護者名簿の提供
・災害時要援護者個別支援プラ
ンのモデル地区選定
・救急医療情報キットの配布
（H23.11から）

子育て支援計画（平成22～26年度）進捗状況調査票

2
重-3

4
重-
16

子どもと子育て家庭の防災防犯安全を確保する事
業の推進(再掲）

災害が発生した際に子どもと子育て家庭への支援
を実施する体制を整備する。
子どもがふいに襲われたりしたときなどに逃げ込め
る家を公募し、ステッカーなどを貼ってもらい、子ど
もの避難所とする事業（子ども110番ピーポくんの
家注１））を引き続き推進すると同時に、ピーポくん
の家活動に対する市民の理解を得るための啓発
活動を実施する。
小学校区の地域単位に安全確保のための見守り
活動の組織化を促進し、地域住民と子ども自身に
よる通学路の安全点検活動を推進する。

(再掲)1-2-1

継続

継続

3
重-
16

「遊びの学校」事業の検討・実施（再掲）

現行の小学校の校庭開放、地域生涯学習事業、
出前児童館との連携を図りながら、放課後の子ども
の安全・安心の活動拠点、居場所事業として「遊び
の学校」事業を、国の「放課後子どもプラン」を視野
に入れながら検討・実施する。
実施にあたっては、地域の育成会や関連団体、地
域市民の協力や参加を得ながら小学校施設を活
用し、子どもが安心して集い・遊び・学べる場所と
するためにプレイリーダーを配置していく。

1-2-2､(再掲)3-2-2-(2)

防犯対策の充実（再掲）

市内の公・私立学校関係者による連絡会の設置や
合同パトロール・下校時間における防犯パトロール
の実施、民生委員注１）・児童委員注２）、青少年育
成会との定期的な協議と内容の充実を図る。
また、不審者情報のネットワークづくりをすすめ、市
内の犯罪発生状況に応じた各種情報を発信・共有
するしくみを構築する。
「できる人ができる時に・地域の目を光らせる見守り
活動」を根付かせ、地域の防犯力を向上させること
を通じて子どもへの見守りを強化する。
防犯講演会などの啓発活動を実施して、防犯意識
の高揚を図る。

1-2-1

継続
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1501 教育企画課
実施
継続

子どもの通学時の安全確保のた
め、交差点等に交通擁護員を配
置するとともに、小学校新１年生
に防犯ブザーを配布した。

0804
道路管理課

継続
要望等により、カーブミラーなど
の交通安全施設の設置を行っ
た。

0702 6

園庭開放の推進（再掲）

乳幼児とその親の交流と遊び場づくりのため、保育
園の園庭開放を推進し、一層の充実を図る。

3-2-2-(2)

継続 保育課 継続
地域の子育て家庭等と交流を図
るため保育園園庭の開放を実施
した。

0703
児童青少年
課

継続

民間の専門事業者（ＮＰＯ）に講
師を依頼し、市内高校・大学、育
成会などに働きかけを行い養成
講座を実施した。講座終了後の
アウトプットの場として、児童館事
業を始め、歩け歩け会や中高生
年代プロジェクトへの参画を実現
させた。

0802
みどり公園
課

検討

子供たちが自然に親しむ場とし
て、下保谷四丁目の屋敷林を特
別緑地保全地区（都市計画施
設）の指定を計画。

0802
みどり公園
課

検討 検討

1602
スポーツ振
興課 実施

健康広場、芝久保運動場個人開
放事業（指定管理者）

0703
児童青少年
課

継続 特になし

0703
児童青少年
課

継続

民間の専門事業者（ＮＰＯ）に講
師を依頼し、市内高校・大学、育
成会などに働きかけを行い養成
講座を実施した。講座終了後の
アウトプットの場として、児童館事
業を始め、歩け歩け会や中高生
年代プロジェクトへの参画を実現
させた。

1601
社会教育課

検討
・プレイリーダー育成後の活用に
ついて、児童青少年課と協議し
た。

0703
児童青少年
課

継続

青少年育成会等が実施する地域
の人々（小・中学校、ＰＴＡ、地域
サークル、児童館等）が連携する
事業を支援した。

0701
子育て支援
課

検討 調査・研究

1503 11

交通安全教育の推進

各校で年間の指導計画を作成している交通安全
教育について、計画的に取り組むとともに、家庭教
育との連携を図る。

継続 教育指導課 継続

・各学校において安全教育の年
間指導計画の見直しを行い、取
組の充実を図った。
・小学校では、ＰＴＡと連携し交通
安全指導や見守り活動を継続し
て実施した。
・中学校では、スタントマンによる
自転車安全教室を実施した。

身近にボール遊びのできる場所の検討（再掲）

身近にある公園や広場、校庭などが子どもにとって
魅力的な場所になるよう、ミニバスケット、フットサル
など、気軽にできるスポーツの場の設置を推進す
る。

1-2-2

7

9

屋外の遊び場の充実　(再掲)

西東京市の環境における自然遊び場について検
討する。公園の使用にあたっては、子どもの遊び
支援グループなどと協働するとともに、プレイリー
ダーの派遣を推進する。

1-2-2

継続

プレイリーダーの養成と活用（再掲）

プレイリーダーの育成事業を実施する。また、小学
校での「遊びの学校」事業や、地域の子どもの遊び
支援グループなどに対する、プレイリーダー（子ど
もの遊びや活動の支援者）派遣事業を推進してい
く。また、中学生対象の遊びの事業を充実する。

1-2-1(再掲)1-2-2､3-2-2-(1)
継続

通学路、通園路の安全確保の充実

子どもの通学路の交通安全施設の整備を充実す
るとともに、子どもの通学時の安全を確保するた
め、通学路の点検、交通擁護員や交通安全協力
員の充実を図る。
大型土地開発等により変化する子どもの通学路の
安全性に配慮し、交通擁護員の配置時間等の改
善などを継続的に実施する。

継続

地域の子育て意識の醸成（再掲）

個々の家庭、幼稚園・保育園、学校だけでなく、地
域で子どもを育てるという意識を高めるための活動
を、青少年育成会等と連携しながら推進する。

3-1

10 継続

8

継続

5
重-
16
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0806 12

コミュニティバスの充実

交通不便地域・バス空白地域等の解消や交通弱
者の移動手段の確保に努める。 継続 都市計画課 実施 乗降調査を実施。

0501 環境保全課 継続

・「西東京市の環境」を発行し、市
内小学校４年生に配布。一部、文
言やデータなど訂正を行った。
2,500部発行。

1503 教育指導課 継続

・6月に全小学校の第５学年にお
いて、「ＣＯ2削減アクション月間」
を設定し、家庭でのＣＯ2削減に
取り組んだ。

0701 14

子育てハンドブックの充実、子育て施設、遊び場
マップ等の検討（再掲）

西東京市子育てハンドブックを充実させる。
また、子どもたちが遊べる施設や場所等の情報を
掲載した「子育て施設・遊び場マップ」について検
討する。

3-2-2-（4）

新規
子育て支援
課

実施 子育てハンドブックの発行

0701
子育て支援
課

検討 調査検討

1999 関係各課

0701
16
重-5

子どもに関わる制度や事業の評価推進

市で展開する子どもと子育て家庭に関する制度や
事業について、計画の理念に照らし合わせた定期
的な評価を、子ども福祉審議会を中心に実施し、
質の向上を図る。

新規
子育て支援
課

検討 調査検討

13 継続

環境教育の推進（再掲）

学校における総合的な学習の時間を中心に環境
教育を実践し、みどりのカーテンづくりなどを通じて
市内の自然環境への関心や保全への取り組みを
推進する。

4-3

15

親子施設見学会の検討

市内にある公共施設や公園、運動施設等を広く
知ってもらうため、親子がともに学べる見学会の開
催を検討する。 新規


